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１．はじめに
　「国民生活やあらゆる社会経済活動は，道路・
鉄道・港湾・空港等の産業基盤や上下水道・公
園・学校等の生活基盤，治山治水といった国土
保全のための基盤，その他の国土，都市や農山
漁村を形成するインフラによって支えられてい
る。」（インフラ老朽化対策の推進に関する関係
省庁連絡会議，2013：1）
　社会インフラ（social infrastructure）は，国
民生活や社会経済活動を支える社会基盤を意味
し，上記のような物的な基盤だけでなく司法制
度や社会保障制度や市場制度などのような制度
的な基盤をも含む広い概念で，社会資本（social 
capital）と同義に論じられることもある。社会
資本の概念や範囲については，内閣府政策統括
官（2007：3-8）でも述べられているように，
多様で多岐に亘る。但し，ソーシャル・キャピ
タル（social capital）と表記される「社会関係
資本」は，信頼や連帯など社会的紐帯に基づく
社会関係の資本ストックを意味し社会資本の一
種であるが（Putnam，1993；内閣府国民生活
局，2003；稲葉，2011），本特集では考察の対
象にしていない。本特集で再検討する社会イン
フラは，社会関係資本を除く広義の社会基盤で，
内閣府政策統括官（2007）で取り扱うようなス
トックとしてのハードな社会資本だけでなく，
福祉などの行政サービスのようなフローとして
のソフトな社会資本や社会資本整備に関する仕
組みなどの制度的な社会資本も含めている。
　社会インフラについては，2012 年 12 月に発
足した第 2 次安倍政権のもとで，国土強靭化に
副った検討が行われ，内閣府（2013）の第 3 章
第 3 節「社会インフラの供給基盤」，インフラ
老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議

（2013），国土交通省社会資本整備審議会・交
通政策審議会（2013），国土交通省（2014）の
第 I 部で，社会インフラの維持管理・更新のあ
り方が明示されている。
　社会インフラを取り巻く社会経済情勢として
は，国土交通省社会資本整備審議会・交通政策
審議会（2013：3）では，（１）高度経済成長期
などに集中的に整備された社会資本が今後一斉
に老朽化することが懸念される点，（２）安全・
安心，環境・景観，活力等に対する新たな社会
的要請への対応が必要となって，人々の社会資
本に要求するサービス水準が高まってきた点，

（３）人口減少・少子高齢化が進行している点，
の 3 点が指摘されている。さらに，内閣府（2013）
や国土交通省（2014）などでは，（４）国の長
期債務残高の累増などにみられる財政制約があ
る点，（５）経済成長率に現れる経済の伸び悩
みと国際競争力の低下傾向がある点も指摘され
ている。こうした社会経済情勢の中で，社会イ
ンフラ整備の方向としては，（１）選択と集中
を徹底して公共投資における国と地方の役割分
担を明確にし，民需誘発効果や投資効率の高い
整備に集中投資する，（２）整備・運営の効率
化やサービス水準の質的向上のためだけでな
く，財政負担の軽減が見込める事業については，
民間資金を一層活用する，（３）長寿命化を含
めたアセットマネジメントとリスクマネジメン
トを改善することが求められている（内閣府 
2013：343，398）。
　社会インフラの経済効果については，本誌の
第 41 号（1996 年 12 月）と第 89 号（2008 年 3
月）に「社会資本整備」の特集が組まれ，生産
効果やマクロ経済効果の分析がなされている
が，OECD（2006，2007，2012）でも経済社会
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発展に貢献するような通信・輸送・電気・水を
中心としたインフラ整備のあり方が議論されて
いる。また 1990 年代初頭までの社会インフラ
投 資 に 関 す る 文 献 の サ ー ベ イ と し て は
Gramlich（1994）などがあるが，そこではイ
ンフラ整備における民間資金の活用など官民連
携（PPP: Public Private Partnership）が明示
的には議論されていない。そして，OECD
（2008），Torrance（2008），Trew（2010）な
どで，民間資金を活用する官民連携やインフラ・
ファイナンスに関して，リスク管理や経済成長
などが検討されている。他方，1980 年代から
の鉄道・通信などの社会インフラの民営化の功
罪については色々と論じられており，民営化・
自由化・競争化に伴う時間的不整合性の問題が残
る恐れもある（Newbery, 2000; Kessides, 2005; 
Helm, 2009）。特に，Helm（2009）は，英国に
おいても社会インフラの維持管理・更新の問題
に直面している点を踏まえ，それに対する政府
や規制当局のあり方を論じている。
　本特集では，人口減少・少子高齢化，高度情
報化，省エネ化，財政制約の深刻化，低成長経
済の恒常化，国際競争力の劣化などの日本経済
社会の構造変化の中で，物的な社会基盤として
機能してきた従来型の社会インフラは老朽化対
策が求められるとともに，福祉などの行政サー
ビスや情報インフラやコンパクトシティー基盤
のような新たな社会インフラの構築も必要に
なっていることを踏まえ，社会インフラに関す
る政府の経済活動を考察の対象にして，社会イ
ンフラの整備・利用・管理・更新の視点から，
公私分担や費用負担のあり方や国と地方の役割
分担などの諸課題について，再検討し分析した。
以下，7 本の特集論文について，その概要を述
べておこう。

２．特集論文の概要
　中澤・矢尾板・横山論文「子育て支援に関わ
る社会インフラの整備とサービスに関する研究 
―出生率・子どもの移動に与える影響と先進事
例の検討―」は，家族規模の縮小や女性の社会

進出など家庭内扶養機能が弱体化し，都市部を
中心に待機児童問題や出生率の低下が指摘され
てきているなかで，基礎的自治体（市区町村）
の子育て支援政策を「子育て支援の社会インフ
ラ」と位置づけ，その子育て支援政策のあり方
を検証し，子育て支援という社会インフラの構
築に関して，今後の方向性を検討している。ま
ず，これまでの子育て支援政策の効果を定量的
に検証して，自治体の保育所整備を中心とする
子育て支援政策が出生率や子どもを持つ親の移
動に与える影響を考察し，保育所の量的拡充は
主として子どもを持つ親の移動の誘因となるこ
と，特に東京圏では保育所の量的整備が重要で
あることを示した。次に，先進的な取り組みを
行っている東京圏の政令指定都市へのヒアリン
グ調査を通じて，子育て支援政策の量的・質的
な展開と課題を明らかにした。その先進的な自
治体の事例では，保育所の増設・整備などのハー
ド面だけではなく，各自治体が持つ資源を有効
に活用するためのソフト的なサービスも拡充し
ている。このようなソフト的なサービスの拡充
が，保育サービスの供給における効率性を改善
し保育所の量的な整備を補完しながら，待機児
童問題の解消に大きく貢献していることを示し
ていた。
　田中・高木論文「インフラとしてのオープン
データ―政府・自治体保有データのオープン化
が日本経済に及ぼす影響―」は，政府・自治体
が保有するデータ（公共データ）をこれからの
社会経済の発展を支えるインフラとして位置づ
けて，データベース資産としての規模や，イン
フラとなる公共部門保有データがオープンに利
用可能になることで日本のマクロ経済にどのよ
うな影響を及ぼすかについての考察を行ってい
る。まず，企業や行政の保有するデータをストッ
クと捉えデータベース資産として，その推計を
行った。次に，公共データのオープンデータ化
が日本のマクロ経済に及ぼす影響をシミュレー
ション分析した。その結果，データベース資産
の推計値については，民間部門で約 2 兆 7 千億
円，国と地方自治体の公共部門で約 3 兆 7 千億

- 2 -

「社会インフラの再検討」序文



円となった。また，公共データのオープン化の
マクロ経済への影響については，パラメータの
想定により 1,586 億円から 7,010 億円までの
GDP 押し上げ効果となった。本論文は，公共
データが社会経済の発展を支える新たな社会イ
ンフラとなり得るという観点から，公共データ
の可能性を明らかにするとともに，その効果を
公開データに基づく推計方法により定量的に示
した。本論文で得られた知見は，関連する研究
分野に新たな貢献をなすものである。
　諸富論文「電力インフラの再構築とその費用
負担ルールのあり方」は，東日本大震災と福島
第一原発事故を受け，日本では原発依存度の低
減と再生可能エネルギーの飛躍的拡大が，エネ
ルギー政策上の大きな課題となっているとの認
識に基づき，新しい電力インフラのあり方を議
論した上で，それを可能にする費用負担ルール
を検討する。これまでの伝統的な集中電源（火
力，原子力，大規模水力）で大量の電力を発電
して遠隔地の大消費地に送電する「集中型電力
システム」から，無数の分散型電源をネットワー
ク化し，ICT（Information and Communication 
Technology: 情報通信技術）を用いて制御する

「分散型電力システム」への移行を前提にして，
「分散型電力システム」を支える電力インフラ
のあり方を，欧米諸国の実態とも照らしながら，
投資費用に関する費用負担方式と電力系統利用
に関する送電料金方式について体系的に考察し
ている。そして，（１）「分散型電力システム」
へ電力インフラを切り替える，（２）その投資
費用については再エネ発電事業者に過大な負担
を負わせず，できる限り大きな費用割合を送配
電会社がいったん負い，最終的に系統利用者間
で広く薄く分担して負担する形にする，（３）
発電側に送配電コストを割り振る場合には系統
利用距離の長さにかかわらない一律料金を課す
「郵便切手方式」を採用する，という政策提言
が示された。
　中東・吉野論文「インフラの経済効果の変化
とそのファイナンス手法」は，公共投資が減少
するなかで，インフラの経済効果のうち，社会

資本の生産力効果がどのように変化しているか
についてトランスログ型生産関数を用いて計量
分析するとともに，インフラの老朽化による更
新投資のために民間資金を推進するための方策
について論じている。社会資本の生産力効果は，
産業別にみると，少なくとも第 2 次産業と第 3
次産業では，過去に比べて限界生産力は多くの
地域で低下しているものの，近年でも社会資本
の生産力効果が存在しており，地域別にみると
2000 年代に入って公共投資の地域間配分は変
わったものの，社会資本の生産力効果の地域差
の構造は時間を通じてほとんど変化していない
ことを明らかにした。また，今後のインフラ整
備において民間資金を積極的に活用するために
は，（１）リスクの高い事業で，かつ，住民に
とって必要な事業では，事業を成功させるため
に必要な資金を政府が最初に注入する方法
（Viability Fund）が必要であること，（２）
インフラの経済効果が経済活動を通じて税収な
どに反映するという外部効果に着目すれば，イ
ンフラ事業の収益にインフラの外部効果を加え
て，配当を増加させる方策も必要であること，
（３）インフラ運営事業主体のインセンティブ
を高める観点から，民間資金を呼び込んで効率
を上げるだけでなく，インフラ事業運営会社自
身が収益改善の努力がなされるようなボーナス
制度の導入も必要になることを提示している。
　根本・藤木論文「公共施設等総合管理計画の
ための標準モデルの制作とモデル事例」では，
インフラ老朽化および将来の更新投資予算の不
足問題は全国の大半の自治体において深刻な課
題として認識されており，政府はインフラ長寿
命化基本計画を策定しこの問題への取り組みを
明確化するとともに，その地方版行動計画であ
る公共施設等総合管理計画の策定を全国自治体
に求めていることから，公共施設等を横断的に
整理し施設等の統廃合を含めた優先順位を付す
作業を自治体が行うことのできるような標準モ
デルを制作し，そのモデルの有効性を検証して
いる。公共施設では，施設の種類別に公共サー
ビスとしての必要性，行政が提供する必要性，
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施設の必要性，独立施設の必要性の有無をそれ
ぞれチェックすることで，統廃合，ソフト化，
広域化，多機能化などの方策を割り当てる。土
木インフラは同様に廃止，分散処理，配達・Ｉ
Ｔ化を導入するほか，重要度に応じて利用年数
に差を付けるリスクベースメンテナンスの考え
方を導入する。そして，標準モデルの有効性を
検証するために埼玉県川越市において行ったシ
ミュレーションでは，小中一体化もしくは小中
学校統廃合を行うとともに，学校施設に公民館
等コミュニティの小規模施設の機能を移転する
など積極的な統廃合や余剰地売却によりほぼ予
算不足が解消する一方，道路，橋りょう，下水
道では近年確保されている予算が非常に小さい
ため，現状予算規模ではいかなる対策を講じて
も不足解消に至らないことを明らかにした。
　赤井・竹本論文「道路インフラの将来更新費
と自治体別の財政負担―都道府県管理の道路を
対象とした推計―」は，今後の人口減少によっ
て地方財政が厳しさを増す中で，寿命を迎えた
社会インフラの更新費の拡大が予想されてお
り，その影響を分析する必要があるという認識
のもと，都道府県が管理する道路ストックを管
理者別の超長期の投資データから推計し，2040
年度までの必要な更新費を推計したうえで，
2040 年度までの新規投資抑制の効果やインフ
ラの長寿命化の効果を都道府県別に分析してい
る。推計の結果，新規投資を抑制しない場合に
は 2040 年度の更新費は現在の 2.6 倍となり更
新だけで 2012 年度の財政支出を超えることか
ら，将来の財政支出を現在の水準に抑制すると，
2040 年度には約半数の自治体で 100% の更新
が不可能となる一方で，残り半数は新規投資も
可能という格差が生じることが明かにされた。
これを改善するためには，人口減少を考慮して
いなければインフラの長寿命化が効果的である
が，人口減少に対応した推計を行ったところ，
長寿命化を行っても効果は限定的であり，コン
パクトシティーに代表される都市構造の変革を
伴った集約化を通じてインフラ総量を節減する
ことも必要であると指摘している点に，本論文

の貢献がある。
　長峯論文「水道インフラの更新投資と水道事
業の持続可能性」では，現在問題となっている
老朽した水道インフラの更新投資が今後どの位
になるのかを，兵庫県西脇市を対象としたケー
ススタディの形で示し，さらに市町村の地方公
営企業として運営されている水道事業会計に更
新投資がどのように影響してくるかを試算する
ことで水道事業の財政的な持続可能性を探って
いる。そのケーススタディでは，過去のインフ
ラ投資額の推計と将来の更新費用の試算，そし
て今後の水道事業会計の収支予測を行う。過去
の水道インフラ投資額の推計は，管路等の各施
設の整備実績に現時点の工事費用実績を当ては
める方法で行い，更新投資の試算は各施設の耐
用年数後という仮定で，2017 年から 2065 年ま
での約 50 年間で試算すると更新投資額は年度
平均 9～10 億円になるとの結果が得られた。西
脇市の 2009～2013 年度のインフラ投資額の平
均が 3.34 億円であったことを考えると約 3 倍
の規模であり，財政的には相当大きな負担とな
り，今後の給水収益が減少していくことを考え
ると，2020 年度頃には早くも水道事業会計の
累計資金残（内部留保資金）が底をつき，財源
不足が発生すると予測される。水道サービスを
維持しつつ必要なインフラを更新していくに
は，施設統廃合，料金見直し，経営手法改革，
公費負担の可能性など，さらなる早急な対策が
求められるが，これは一地方都市の問題ではな
く，全国の市町村に共通する課題と認識する必
要があると，本論文は指摘している。

３．特集論文の政策的含意
　本特集の各論文が考察の対象にして再検討し
た社会インフラは，（１）自治体の子育て支援
政策，（２）政府・自治体の公共データ，（３）
電力インフラ，（４）社会資本，（５）自治体の
公共施設等，（６）自治体の道路インフラ，（７）
自治体の水道インフラであり，各論文はそれぞ
れ独自の政策的含意を示しているが，特集論文
全体としての政策的含意を考えてみたい。
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　一国全体のマクロ的視点から社会インフラを
再検討した論文は，（２）政府・自治体の公共デー
タ，（３）電力インフラ，（４）社会資本を考察
対象にした 3 本であった。そして，自治体のミ
クロ的な視点から再検討したのが，（１）自治
体の子育て支援政策，（５）自治体の公共施設等，
（７）自治体の水道インフラ，を対象にした論
文である。（６）自治体の道路インフラを対象
とした論文は，都道府県が管理する道路ストッ
クを再検討している点では一国全体ではなくミ
クロ的視点からの分析ともいえるが，すべての
都道府県を取り上げ比較分析している点ではマ
クロ的視点を併せ持った，メゾ的視点からの再
検討ともいえる論文である。
　また，（４）から（７）までを論じた論文は
従来型の物的な有形の社会インフラの再検討で
あるのに対し，（２）を考察した論文は公共デー
タといった無形の社会インフラを論じ，（１）
と（３）を対象とした論文は公共施設とそれを
補完する行政サービスや費用負担方式のあり方
を検討している点で有形・無形の社会インフラ
を論じているといった分類もできなくはない
が，（４）から（７）までを論じた論文も，有
形の社会インフラを支える仕組みや制度のあり
方についても言及している。すなわち，従来の
社会資本整備を考察した研究の多くが物的な有
形の社会インフラの経済効果だけを分析してい
たのに対し，本特集では物的な有形の社会イン
フラを考察の対象とした論文においても，その
整備・利用・管理・更新の視点から，有形の社
会インフラを支える仕組みや制度も含めた社会
インフラ整備のあり方を検討しているのであ
る。有形の社会インフラを支える仕組みや制度
として，公私分担のあり方や費用負担のあり方
や国と地方の役割分担のあり方について具体的
な制度構築を検討することが求められている点
が，特集論文全体の政策的含意となる。　
　さらには，政府・自治体が保有する公共デー
タは，情報の利活用を支える社会インフラすな
わち情報インフラとして整備される状況におい
ては，本特集の論文すべての研究を支えたイン

フラとして考えられるだけでなく，物的な有形
の社会インフラを体系的に整備・利用・管理・
更新するうえでも不可欠なインフラなのであ
る。情報インフラだけなく，有形の社会インフ
ラを支える仕組みや制度といった無形の社会イ
ンフラを含めた，有形・無形の社会インフラの
ネットワークを強化することが，日本経済社会
の持続可能性を高めることになろう。

４．おわりに
　本特集を編集するにあたり執筆陣の確定後，
2014 年 4 月 11 日・21 日及び 5 月 13 日にキッ
クオフ会合，2015 年 3 月 10 日に中間報告会，5
月 29 日に論文検討会議を開催し，執筆者相互
で討議を行ない，財務総合政策研究所の関係諸
氏からのコメントも踏まえて最終稿をまとめ
た。この過程で，事務局を担当して下さった伊
藤美月，伊藤秀則，尾山明子，越前智亜紀の 4
氏には，大変にお世話頂いた。記して感謝したい。
本特集では明示的に考察できなかった社会イン
フラの検討課題として，（１）社会インフラ整
備がグローバル化の中でどれほど国際競争力に
資するのか（World Economic Forum, 2015），
（２）社会インフラの越境的な相互外部性のも
とで，社会インフラ整備は経済成長にどのよう
な影響を与えるのか（Figuières et al., 2013），
（３）地域社会における社会インフラ整備と脆 
弱性はどう関係するのか（Lo et al., 2015）な
どが残されている。
　こうした課題はあるにせよ，本特集の論考が
将来の日本経済社会の持続可能性に資する一助
となれば幸いである。
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